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講演録

東海大学教授　池 田 良 彦

航空事故とパイロットの法的責任について（後編）

―― 刑事過失責任を中心に ――

　去る６月５日に羽田空港西旅客ターミナルに

あるギャラクシーホールで法務委員会主催によ

る池田良彦東海大学教授の講演会が開催されま

した。前号に引き続き，講演内容をご紹介いた

します。なお，レジュメは98/№４（95ページ）

をご覧下さい。

（編集委員会）

航空分野に於ける管理監督責任
　このように，ビル火災事故で登場してきた「管理

責任」という問題を，航空分野について検察当局は

果たして考えているのだろうかという心配が，恐ら

く航空関係者の中にはお有りだろうと思います。先

程申し上げた様に，刑法の伝統的な直近の行為者

で，ある意味では終了した刑事責任の追求が，もし

このビル火災事故の判例に見られる様に，直近以外

の背後要因或いは管理体制に対しての刑事責任を問

うという傾向が航空関係にも，もし波及するとする

ならば，どういう形で有り得るのか。勿論，前例は

ございません。今後も有るかどうかは分かりません

が，実を申しますと，その可能性がゼロではないと

いうことを思わせる一つの検察当局の態度というも

のが存在いたします。

　それは，1985年に御巣鷹山に墜落した，例のジャ

ンボジェット機墜落事故に関してです。これはどな

たも起訴されませんでしたので不起訴事例です。

従って，裁判の資料等は一切ございませんけど，私

が入手した資料では，その当時の日本航空の役職の

方々の名前を羅列して居りますので紹介するのは

ちょっと失礼かとは思いますが，場合によってはこ

ういうことも有り得る，もし「管理監督責任」を問

うとするならば，こういう方々をターゲットにする

筈だという管轄の前橋地方検察庁の考え方を示して

おります。

　1978年６月２日に当該航空機が「しりもち事故」

を起こしました。日本航空は応急修理をして羽田に

回送します。そして，ボーイング社の修理担当AOG

チームによる後部圧力隔壁の修理をして，日本航空

整備本部の領収検査及び運輸省の修理改造検査を受

検。そして，ラインに復帰致します。それから，ご

承知の様な定期的な整備が行われ，1985年８月12

日18時56分に墜落をしたという事例です。勿論，直

接的な原因は事故調査結果からもお分かりのとお

り，修理ミスです。業務上過失致死傷罪，刑法211

条で書類送検された関係者合計20名と有ります。書

類送検と申しますのは，ご説明申し上げるまでもな

く，ある事件が発生致しますと警察は現場の検証を

します。証拠の収集をします。その中から刑法の条

文を適用して「これは何とか罪である。」と犯罪の

特定をします。その当該容疑者と証拠を検察庁に送

ります。何故かと言いますと，起訴する権限者は検

察官ですから，検察官は，警察が収集した証拠その

他の物件等を勘案して，当該容疑者を刑事訴追する

べきかという判断を行います。従いまして，警察は

検察庁に書類を送った。それが計20名なんです。

　今までの「直近の行為者責任説」の基本的な考え

方からしますと，ここに居られるパイロットの方々

が事故の現場に一番近い方々です。しかし，あの大

分空港でのオーバーラン，仙台空港での蛇行，墜落

での無罪判決からもお分かりの様に，必ずしも直近

の行為者だけが責任を問われるわけではなくて，明

らかなる修理ミスだとか，ブレーキの不具合だとか

が分かれば，直近の行為者であっても責任を問われ

ることは無い。
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　当該事故ではパイロットの方はお亡くなりになっ

てますから，もしそのパイロットの方々に責任が有

るかどうかという議論をするとしても，本件につい

ては明らかに修理ミスであるという結果が出て居り

ます。従って当然にして，修理ミス関係者の刑事責

任を問うのが本来の姿です。ボーイング社修理チー

ムの技術担当者，作業担当者，品質管理担当者等合

わせまして４名の業務上過失の責任が問われる。こ

れが主原因です。それでは，その他16名の方々はと

いうことになりますと，６名は領収検査，修理改造

検査当時の責任者です。運輸省の４名の方々もこの

段階の過失責任者ということになります。そして，

事故に直接的に関係したと思われる墜落直前の1984

年11月に行われたC整備関係者の整備点検ミス６名

として，後部圧力隔壁のリベットの打ち方，金属疲

労している等の状況を点検の時に確認するべきで

あった。主原因者であるボーイング社の４名と，こ

の様に直接的ではないけれども，主に対する従の関

係者である16名，合わせて20名というのが群馬県警

の考え方であって，前橋地方検察庁に書類送検をし

たという事実が有ります。

　しかし，結論は皆さんご承知のように，不起訴と

いう結果でどなたも刑事訴追されませんでした。そ

の時の検察庁の説明はどうだったかと申しますと，

主原因の方々はアメリカの方々です。日本とアメリ

カが司法上の協力関係にありませんと，日本の法律

を当てはめて外国人を引っ張るというのはなかなか

難しいわけですね。裁判管轄の問題，捜査権の問題

も有りますから。従って，日本の検察当局はアメリ

カ司法省に対して協力を求めたんですが，アメリカ

側としては，アメリカでは一般的に航空事故の関係

者に刑事責任を問わない傾向にあり，しかし日本で

は問う傾向ににあるとするならば，アメリカの関係

者としては刑事責任が問われる可能性のある国民を

「そうですか」と言って引き渡す協力をすることは

一般的にはしません。従いまして，アメリカの協力

を得られること無く，この４人のアメリカ人の方々

は起訴できないという状況になりました。「主原因

者の責任を問うことが出来なくて，従だけの責任を

問うことは出来ない。従って，本件20名の方々は刑

事訴追を致しません。」これが検察庁の説明であり

ます。

　このことから考えますと，ビル火災事故では「管

理監督過失責任」が問われるという前例が幾つか出

て居て，それ以外の場面では「管理監督責任」は今

のところ判例としては出て居りませんけど，この様

なところまで刑事責任を問う為の準備を当局がした

ということになりますと，やはり航空の分野にも

「管理監督責任」を問うという時代が来るかなと，

これは皆さんを非常に驚かす，心配をさせるような

発言になりますから，ちょっと心が痛むんですけ

ど，実態はこうだということを知っておく必要性が

有ると思うんですね。検察庁は検察庁の考え方で物

事を進めて行くわけですし，実際に判例という形で

ビル火災事故の場合には，「管理監督責任」を本来

民事の分野で議論すべきところを刑事の問題として

も議論し始めたという実態が存在するわけですか

ら，不起訴事例とは言え，こうした流れも確認され

て居りますので，これは一つ対策を練る必要性が有

るのかなという感じが致します。そういう意味で，

余り心配をなさらなくても結構ですが，こういう事

例が有るということをご承知おき頂きたいと思いま

す。

　さて，この様に「刑法」の，特に「過失責任」に

ついての考え方が，時代の要請とともに段々と変わ

りつつあるということでありまして，『管理・監督

責任は民事責任の分野の問題であるが，現代型犯罪

特有の問題解決のために刑事責任の分野に導入され

たもので，一部の刑法学者のなかには，消極論があ

る。』けれども，実際に判例が出ているという実態

は否定できないという様に，我々は先ずその事実を

認識するという必要性が有るだろうと思います。

可罰的違法性と非犯罪化の議論
　『航空事故の関係者の刑事責任を論じる場合，過

去の判例を見るかぎり，この現代型犯罪における構

造型過失＝行為責任主義の問題について，必ずしも

積極的に論じられたとはいえない。』基本的には結

果責任主義という判例が多いということを申し上げ

たいわけです。しかしながら，これからの時代はど

う考えるべきなのかということで，『H u m a n

Factorsの研究が盛んに行われている今日，航空運航
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システム全体の流れの中で，可罰的違法性のある行

為とは，誰によるどのような行為を指すのか，科

学的根拠を明らかにしたうえでなければ，特定する

ことはできないはずである。』

　とかく刑事の問題は蓋をしたがる。余り議論をし

たがらない。当然ではありますけど，しかし，何か

突破口を探して積極的にこういう問題に対応すると

いう，ある意味では危機管理みたいなものですね。

そういう対応が必要だと思います。欧米では

decriminalization（非犯罪化）の議論が極めて盛ん

です。日本でも一部の学者によって議論が行われて

居りますけれども，欧米に於けるdecriminalization

（非犯罪化）とはどういうことなのかと申します

と，例えば最近のJuristで２回に渡って紹介されまし

たアメリカ，ミシガン州の交通運輸事故の概ね過失

事例は，通常の過失事例とはやや性質が違うもので

あって，飲酒だとかドラッグだとかの重大な過失，

明らかなる不注意，故意は無いけれども無謀な彼の

行為は刑事責任を問われても仕方が無いけれど，そ

ういう類ではない不注意による交通事故について

は，刑事責任を問わない方向で考えるべきではない

のか，という議論がアメリカでは有ります。これを

我々はdecriminalization（非犯罪化）と言います。

これは先程来，私申し上げておりますように，「刑

法」は「死傷という結果が出れば，直近の行為者の

責任を自動的に問う」という従来の単純な図式の時

代から，そうではなくて，「可罰的違法性」つま

り，ただ「違法」と言うのではなくて，「刑罰を科

してまでも彼の責任を問えるという違法な行為とは

一体何なのか」という議論をするべき時代になって

いるということです。

新しい過失論構築の必要性
　それでは，不注意で事故を起こした。でも，重大

な過失とも言えない，飲酒でもない，ドラッグでも

ないとするならば，それ以外の過失で発生させた事

故はどうするのか。それは，先ず賠償の責任。被害

者救済という側面で彼に民事的な責任を科す。そし

て勿論，資格の停止だとか，免許の停止だとかの行

政上の処分。行政上の処分と民事上の処分で良い。

その際の民事上の処分というのは，アメリカには

punitive damage（懲罰的損害賠償責任）という言葉

が有ります。日本ではそういう概念は有りませんけ

ど，懲罰に匹敵する様な多額の賠償金を払わされる

ことによって，彼はその償いをするべきであるとい

うものです。damage，民事上の損害が，punitive，

懲罰的な意味を持つというものですから，本来日本

では民事と刑事は別の問題だと申し上げましたけ

ど，damageという民事の側面にpunitiveという刑事

の意味を加えるということですから，「懲罰的損害

賠償責任」と訳します。損害賠償という民事の世界

に懲罰が付くわけです。従って，懲罰に匹敵するよ

うな多額の賠償金を払わせることによって，後は彼

を刑務所に入れなくても良いという考え方です。

　この様に「刑事の責任は，重大な過失以外は，も

う問うべきではない。」という思想がアメリカのあ

ちこちで議論されている。実を言うと，「刑罰を科

してまでも彼の責任を問えるという違法な行為とは

一体何なのか」という理論的な側面からの研究以外

に，実務的な理由からもこのdecriminalizationの議

論が行われております。それは，余りにも犯罪者が

多くて刑務所に溢れているということです。交通事

故の過失事例の犯人を全部刑務所に入れていてはパ

ニック状態になってしまうという実務上の事情も有

ります。

　アメリカではそういう事情で刑務所は満杯ですか

ら，プライベートプリズンという考え方もございま

す。プリズンは基本的に国営でありますけど，南部

を中心に私営のプリズンがございます。それでは刑

罰権が国家から民間に移ったのかというと，そんな

馬鹿な話は無いわけでありまして，南部を中心に犯

罪が多いということと，その犯罪者を入れる刑務所

施設が無いということ。つい最近までのアメリカ経

済が余り宜しくなかったものですから，財務省に刑

務所を建ててくれと言っても司法省の意見を聞いて

くれなかった為に，刑務所の受け入れ態勢が不十分

だからプライベートプリズンが生まれたのですが，

民間の建物を司法省が借り上げ，ガードマンを就け

て軽犯罪者の身柄を拘束する場所として提供しても

らう。国が家賃を払ってワンルームマンションを刑

務所にする様なものです。

　 こ の よ う に 真 剣 な 議 論 の 始 ま っ た
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decriminalizationは，基本的に，「身柄を拘束して

刑罰を科してまでも責任を問う必要性の有る犯罪と

は何だろうか」ということです。その意味に於いて

は「結果責任」ということが如何に合理性を欠く考

え方であるかということが，当然にして出て来るわ

けですね。今までの問題は，結果を出せばその責任

を科する。法律を簡単に当てはめていたわけですけ

ど，今度はそうではなくて，過失の認定にもっとシ

ビアな認定が必要であり，「刑罰を科してまでも懲

らしめて良い犯人は誰か」ということを考える必要

性が有るということです。ですから，比較的，結果

を重要視するというこれまでの過失責任に対しまし

ては，「新しい過失論」を構築して行く必要性が有

りますし，最近では世界の先進国を中心として「過

失犯は刑務所に入れる必要性が無いのではない

か。」という極端な議論も出て来ているわけであり

まして，世界には「刑務所に入れるのは故意犯だけ

で良い。」という論を展開する刑法学者も居られる

わけですから，それは一概に否定できない考え方で

あると思われます。

　そういう側面から考えますと，車の事故ですと

か，航空機の事故では当該パイロットの方々が事故

を起こしたくて起こす悪質なものである筈が有りま

せんから，ドラッグだとか飲酒は別にしても，通常

の過失事例についてはdecriminalization（非犯罪

化）の方向へ行くべきではないかなという考え方を

私は持っておりますし，その考え方をもう少し押し

進めて行きたいなと考えております。

　そういうことで，刑法という問題が「結果責任主

義」という考え方から，徐々に「行為責任主義」へ

と移行しつつあるということと，実務上の理由から

の非犯罪化。この二つの側面から，今後我々刑法学

者は使命として，早急に考えて行くべき重大なテー

マであろうと考えております。

「航空思想」の普及と非犯罪化
  『以上のような問題に航空関係者が積極的に取り

組むならば，欧米先進国で議論されている

decriminalization（非犯罪化）の方向への移行も不

可能ではない。（これはその国の航空思想の普及度

や航空文化のレベル，さらに犯罪観にも左右される

ものと思われる。）』と書いておきました。このフ

レーズの趣旨はどういうことかと申しますと，航

空・飛行機が好きな方は日本に沢山居られます。し

かしながら，「航空思想」等まだまだ「航空は特殊

である。」という感が強い。何故特殊であってはい

けないのかと言いますと，裁判当局は，一般社会的

標準を基準として違法か違法ではないか，違法性の

認定を検討いたします。

　どういうことかと申しますと，例えば医療関係で

す。医療関係の裁判は随分沢山有ります。最近の医

療関係の裁判では「インフォームドコンセント」と

いうことが盛んに言われます。今まで医者というの

は，「ヒポクラテスの誓い」ではありませんけど，

上下関係だったんです。「医者の言うことは間違い

ない。」という様に，医者は権威の固まりだったん

ですね。従って，患者が医者に質問することなど恐

ろしくて出来なかった。こういう時代が続きました

から，医者が患者に対して施す治療は全て正しいと

いう時代が有りました。ところが，人権意識が高ま

りまして，患者側が「どうもあの治療はおかし

い。」ということに気が付き始めた。医者は抵抗し

て「そんなことはない。」と言い続けて来たんです

けど，もう堪えきれなくて，結局契約社会を中心と

して「インフォームドコンセント」という考え方が

生まれました。手術を施すのにも医者は患者に対し

て十分な説明をして，且つ又同意を得た上でなけれ

ば手術をすることは出来ない。輸血を拒む患者が居

たならば，その人の宗教心なのだから，それを侵害

してまでも輸血をするべきではない。等という病院

側，医者側が患者に対して十分な説明をし，同意を

得てからでなければオペレーションすることは出来

ないという時代が到来しました。

　その医者と患者の契約という関係が段々と進んで

きて，その契約概念が更に，終末期の医療を中止す

るということの意志表示も法律的な権利であるとい

う考え方を生みました。それが昨年10月16日に制定

された「臓器移植法」という我が国初の法律です。

いささか不評な法律ではありますけど，この法律で

は，いわゆる「脳死」という状態を認めた患者の心

臓を摘出して，心臓を必要としている者に移植でき
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る。その際にはドナーと呼ばれる臓器提供者の意志

表示が重要であるということです。やっと我が国も

契約概念に近づいて来ました。契約概念の基本は意

志表示です。従いまして，その意志表示は「死」を

も意志表示，法律上の契約の内容とするという考え

方が欧米では随分以前から有るわけですけど，やっ

と我が国も「臓器移植法」を制定することによっ

て，「私の心臓をプレゼントします。」というド

ナーカードにサインして居れば，但しウイークポイ

ントは，本人の意思表示が有っても，家族の意志表

示が加わりませんと我が国では臓器移植は出来ませ

ん。これはドイツも同じですが，本人並びに家族の

承諾という二つの承諾を得られなければ，我が国で

は臓器移植は出来ません。従って，本人は良いと

言っても家族の方が反対をする場合が非常に多いわ

けですから，我が国では「臓器移植法」は出来たけ

れども，なかなか実現は難しい。法律が出来て６ヶ

月経ちましたけれども，一件も行われて居りませ

ん。３年後に見直しをするとは言って居りますけ

ど。

　何故こういうお話をするのかと申しますと，これ

は移植を推進しようという人達が，日夜努力して

「医療思想」の普及に努め，そして法律を作るとい

うパワーに押し上げたということです。つまり，こ

の法律が無かったならば移植を行うと，その担当医

は殺人罪になります。「脳死」状態の患者から心臓

を摘出することによって「死」という結果が招来致

しますから，直ちに刑法199条，「殺人罪」の適用

が有ります。医者は35年前の札幌医大和田教授の心

臓移植以来，札幌地方検察庁は刑法211条の業務上

過失致死で刑事訴追をする準備をしたんですけど，

特例ということで和田教授は不起訴処分になりまし

た。それ以来医者には「もし心臓移植をすれば殺人

罪に問われる。」という刑法の基本的な考え方が有

りますので，この30数年間何方も心臓移植を行わな

いで来たわけです。患者が移植をお願いしても，あ

の和田教授の事例が有るから，和田教授は不起訴処

分になったけど今度は起訴されるからということで

何方も心臓移植をされなかった。だから皆，心臓移

植を許してくれる海外へ行って心臓移植をして来た

わけです。この法律が出来て，国内で出来るかなと

思ったら，法律の不十分性から未だ一件も発生致し

ませんけど，それは結局医療関係者の「移植が必要

である。」という思想がある程度普及して，立法当

事者を動かして法律を作らせたわけですね。つま

り，かつて違法であった行為が，今では条件さえ揃

えば違法ではなくなったんです。

　違法性の基準は「社会的コンセンサス」なんで

す。従って，「医療は特殊な分野である。」という

ようにベールに包まれていたのでは，何時まで経っ

ても医療思想は普及しなかった筈ですけど，オープ

ンにして思想を普及することによって，違法性の基

準が変わり得るわけですね。同じく，航空という問

題も，事故が起これば多数の方が亡くなるという重

大な結果を発生させるという側面が有りますので，

医療のようなわけには行きませんが，しかしなが

ら，「航空思想」の普及によって違法性の基準を変

えるということを考えていく必要性が有る。従っ

て，明らかなる過失でない限りは，通常の過失につ

いての刑事責任は出来るだけdecriminalization（非

犯罪化）の方向で行き，但し被害者救済の目的であ

るpunitive damage（懲罰的損害賠償責任）に近い様

な民事賠償をするべきであるという考え方がある意

味では理想なのかもしれません。しかし，国によっ

て法制度が異なりますので，必ずしもそう簡単には

行きませんけど，現行法の枠組みの中で我々はどう

考えて行くべきなのかということを今後考える必要

性が有ると考えて居ります。

　刑法211条という「結果責任」の側面から考えた

航空事故の直近の行為者の問題は，以上のような流

れの中で議論されているということを認識していた

だければ宜しいかと思います。

航空危険行為処罰法とその問題点
　さて次に，同じ刑法の分野の中で「航空の危険を

生じさせる行為等の処罰に関する法律」です。これ

も極めて厄介な法律でありまして，航空関係者にと

りましては「目の上のたんこぶ」のような迷惑な法

律が出来ちゃったというのが率直な印象ではなかろ

うかと思われますけど，説明するまでも無く，この

法律はかつてハイジャック等が多発した頃に，「通

常の刑法では対応しきれない航空に危険を与える者
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を事前に取り押さえておこう。」という趣旨の下に

作られた法律であります。法律の制定経緯につきま

しては時間の都合上割愛させて頂きますが，何れに

致しましても，1974年６月19日にこの法律が制定

されまして，一ヶ月後の７月19日に施行されまし

て，1977年に一部改正を致しましたけど，基本的な

この法律の考え方に変わりはございません。私は，

この法律の名称が長いので都合上，「航空危険行為

処罰法」と略称して居ります。ジャンル別に行きま

すと，勿論「刑法」の分野の一法律ですが，「刑事

特別法」と呼んで居ります。

　先程申し上げました様に，「サリン特別法」が出

来ました。刑法という法律の守備範囲では，どうし

てもサリン生成の段階では捕まえることが出来ない

為に，生成したこと，所持したこと自体を犯罪とす

る為に「サリン特別法」を作りました。「刑事特別

法」というのは，「刑法」本体の考え方では適用で

きない部分をカバーする為に作るものであります。

従って，この「航空危険行為処罰法」も「刑事特別

法」でありますから，刑法の守備範囲では捉えきれ

ない部分を捉えようという意図が有るという理解の

仕方をする必要性が有ります。

　『この法律は「航空の危険を生じさせる」という

状態が確認されれば，その当事者の刑事責任を問う

というもので，法律上の規定に「危険概念」が明確

に示されていないところに問題がある。』我々はこ

の様に明確に構成要件を示していない種類の法律の

ことを「開かれた構成要件」と名付けて居ります。

「開かれた構成要件」は他にも幾つか有ります。例

えば，「猥褻な行為をしてはいけない」と法律には

書かれてあるんですが，「猥褻な行為」とは一体何

かということは，具体的に法律には書いてありませ

ん。それでは，誰がその行為を「猥褻な行為」と認

定するのかと言うと，裁判官しか居ません。人を殺

したら，他人の物を盗んだら，或いは人を傷つけた

らという様に，構成要件が明確に結果を表すよう

な表現方法で理解出来るものであったならば，それ

は「明確な構成要件」と呼びますけど，「猥褻な行

為」という非常に抽象的な言葉では，どれが許され

て，どれが許されないのかは裁判官の胸先三寸であ

るという，解釈に任されて居ります。

　同じく，この「航空危険行為処罰法」も「航空に

危険を生じさせる」と「航空危険罪」だと言ってい

るわけですから，では何を以て航空に危険を与えた

ものだということは法律には何も書いていない。と

すれば，その時々の担当裁判官が，これは危険な行

為だ，これは危険ではないと解釈するしかない。

元々法律は裁判官が勝手な解釈をすることが無いよ

うに，構成要件は明確でなければいけない。これが

近代刑法の大原則なんでありますけど，残念なこと

に，この「航空危険行為処罰法」という法律は，特

に問題となります同法第６条第１項，第２項の条文

を見る限りに於いては，『過失により，航空の危険

を生じさせ，』この文章が抽象的なんですね。以下

はやや具体的ですから構成要件が明確だと言えま

す。『又は，航行中の航空機を墜落させ，転覆さ

せ，若しくは覆没させ，若しくは破壊した者は十万

円以下の罰金に処する。』この四つに関しましては

構成要件は明確です。一番問題なのは最初の文章で

すね。『過失により，航空の危険を生じさせ，』て

も又は，墜落させても，転覆させてもと並列的にこ

の文章は並べてありますから，従って航空の危険を

生じさせれば「航空危険罪」だという解釈が成り立

ちます。

　それでは，誰が，どういう状態を危険行為だと言

うのか，ということになりますですね。先程の刑法

の基本原則から行きますと，刑法211条の場合「人

を死傷した者は」という結果を要求しております。

だから，もしこの条文を「結果犯」として作るなら

ば，『過失により，航空の危険を生じさせ，よって

航行中の航空機を墜落させ，転覆させ云々』という

表現になっていれば良いのですけれど，この条文は

『生じさせ，よって』ではなくて『生じさせ，又

は』ですから，我々から言わせますと，文章表現は

極めて問題であると言わざるを得ない。ここにこの

法律の欠陥が有るわけです。ましてや，皆さんはそ

の業務に従事する方ですから，第２項が適用される

こととなります。『その業務に従事する者が前項の

罪を犯したときは，三年以下の禁固又は二十万円以

下の罰金に処する。』と書いてありますから，航空

に従事しない者が「航空危険罪」を犯せば十万円以

下の罰金ですけど，航空に従事する方が，今申し上
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げたような危険行為を行いますと，三年以下の禁固

又は二十万円以下の罰金というようにその責任がぐ

んと重くなるということです。

航空事故と航空危険行為処罰法
　この1974年に制定された「航空危険行為処罰法」

が適用された代表的な事例を三つa．b．c．として

レジュメに示してあります。a．の例は乗員乗客の死

傷者無しです。b．の事例はさっき少し申し上げま

した那覇空港での接触事故ですけど，これも死傷者

無しです。そして，c．の事例は秋田県での農薬散布

中のヘリコプター同士が空中衝突ですけど，一方の

方は亡くなって，一方の方は負傷して居りますけ

ど，その負傷した方が禁固８月執行猶予２年という

秋田地方裁判所での有罪判決を受けております。こ

れは実を言いますと二つの法律が適用された事例で

す。死傷という結果が出ておりますので，明らかに

刑法211条業務上過失致死並びに「航空危険行為処

罰法」第６条の責任。この二つの条文の適用が有っ

たという特殊事例です。

　問題は，死傷者が出て居りませんa．とb．です

ね。先程の考え方から行きますと，交通事故だって

死傷者が出ていなければ警察は現場検証をしただけ

で，「後はあなた方で賠償のことは話し合いなさ

い。」と言って現場を立ち去ります。民事に刑事は

不介入である。なぜならば，死傷という結果が出て

いない限り，行政の問題と民事の問題が残るだけ

で，刑事の問題はその段階でもう無いよということ

です。しかし，「航空危険行為処罰法」第６条は，

危険を生じさせただけで刑事責任を問うという最も

厄介な法律である。この法律程危険な法律は無いと

私は思うわけですけど，この法律を何とかしなけれ

ばいけないと思っては居るんですが，一度出来てし

まった法律を廃止することはなかなか難しい。それ

ではこのまま安閑としていられるかと言えばそうで

はない。

航空危険行為処罰法対策
　そこで，我々は理論武装する必要性が有る。この

法律が将来無くなってくれれば良いのですが，廃止

されずに存在する以上，我々はその範囲内で何等か

の対策を練らなければならないに違いないわけで

す。そうなりますと，先程のdecriminalization（非

犯罪化）の問題ですとか，危険とは何なのか，刑罰

を科すほどの違法性とは何だとか，そういう理論的

な勉強をして，もしことが発生した場合には法廷で

闘うという姿勢を持たなければいけないと思いま

す。その為には理論武装をしなければいけない。

従って，臭い物に蓋をするのではなくて，むしろそ

の事件，事故を解析した上で，もし今後そういう

チャンスが有った場合には，どういう理論武装をし

て対応するのか。裁判官だって人間ですから可罰的

違法性の無い過失行為を処罰するわけには行かない

わけです。やはり彼には刑罰を科してまでも処罰を

したい事例と，もう彼には刑罰を科す程の過失は無

かった。しかし，発生した被害については民事上の

補填はしなさいよという形で刑事は免ぜられるとい

う方向で行ってくれれば理想でありますけど，「航

空危険罪」は一つのネックですから，そう簡単に行

くかどうかというのは難しい話であります。

可能性で処罰する法律
　この法律が制定されたことによって，立法当事者

を中心として，この「航空危険罪」に於ける趣旨は

何なのか，どういう危険を以て「航空危険」と言う

のかということについて，その分野の専門家の著書

から引用いたしますと，次のような考え方になって

おります。『墜落，転覆，覆没，破壊等の事故発生

の可能性が有れば良く，事故発生の必然性や蓋然性

が有ることを必ずしも要せず，当該航空機が事故を

起こす可能性が有ると見られる時点で，同法６条の

既遂となる。』と言っております。簡単に言えば，

「結果責任」ではありませんよということです。

「結果責任主義」に対して「行為責任主義」という

言葉を使うと先程申し上げました。犯罪は基本的に

「結果犯」ですけど，このような『破壊等の事故発

生の可能性が有れば良く，』という可能性で処罰出

来るという法律は，なかなか珍しいですね。「彼は

殺人を犯す可能性があるから殺人罪で起訴する。」
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ということは基本的に有り得ません。「彼は窃盗を

犯す危険性がある人物だから」と言って，未だ犯さ

ない人間を捕らえることは基本的に出来ません。そ

れが刑法の基本的な仕組みなんですが，この法律の

欠陥は可能性で処罰しようとしているところです。

これは刑法学者ではない一般の人が読んでもおかし

くありませんか。私も一応刑法学者の端くれですけ

ど，果たしてこういう可能性で処罰して良いのかな

という疑問が残ります。

　可能性を処罰の対象とするというのは，刑法の原

則からすればとんでもない話でありますけど，この

法律の制定の経緯はご承知のように，ハイジャック

が多発した当時にモントリオール条約を背景とし

て，意図的に航空に危険を与える者を処罰しましょ

うという形で，それぞれの国が法を整備する動きが

有ったわけです。我が国は航空法の中から罰則規定

を抜き出しまして，それに「刑事特別法」という体

裁を整える為に，故意犯のみで良かったものに，過

失犯，未遂犯を加えたという経緯がございます。立

法当事者の方々の，法律の体裁を整えようという趣

旨は分かるんですけど，その体裁を整えてくれたこ

とが逆に過失犯まで処罰することにしてしまった。

過失の結果墜落させてしまった，過失の結果転覆さ

せてしまったと言うのなら，まだ話は分かるんです

けど，未だ墜落も転覆も覆没もしていないのに『事

故発生の可能性が有れば良く』と説明されているこ

とからも推測すれば，いささか乱暴な法律ではなか

ろうかなという感じが致します。むしろ，本当は刑

法211条のままで良かったんです。

　しかし，法律が有る以上，実際に事故が発生すれ

ば法律を適用するのが法治国家の基本ですから，

「危ないな」という瞬間が有っても，リカバリーさ

れば今までは許されたものが，この法律が出来た為

に許されないということですから，この解釈を更に

拡大していきますと，ニアミスは全て「航空危険

罪」という形になります。これは非常におかしいわ

けでありまして，何故航空だけがということになる

わけですね。鉄道事故だとか，海難事故だとか，交

通事故は何度も申し上げるように死傷という結果を

要求いたします。恐らくこの法律を作った当時の

方々は，航空事故が発生すれば大量の死傷者が出る

から，その危険性が有れば事前に封じ込めておこう

という趣旨が有ったのだろうと思います。立法者の

趣旨も有る程度は分からなくはないんですけど，実

際にこういう法律が制定されますと，えらい迷惑な

方々が沢山出て来るという問題点を考えなかったの

かなという疑問は有るわけです。

　しかし，そういう恨みつらみを言っても，実際に

この法律が存在するわけですから，我々はこのこと

に対してどの様に考えて行くべきなのかということ

なんですが，従って，危険概念を明確にする必要性

が有る。このまま法律を形式的に当てはめられてし

まいますと全てが危険になってしまいますので，

さっき言った「可罰的違法性」ですね。確かに彼は

危険行為をした。インシデントレポートでも，もし

報告したらこの責任を問われる可能性が有りますか

ら，誰だってインシデントレポートを出したくはあ

りません。この法律が無ければまだ良いのですね。

「危ない状況が何秒か有ったけどリカバリー出来て

良かった。」「こういう事例があったよ。」と今後

の為にレポートを出すのが理想なんですが，この法

律が有る為に出来ないんですね。

　だから，この法律は法律そのものの問題点という

ことと，それに対してのマイナスの波及効果が余り

にも大きすぎるということを認識する必要性が有る

わけです。そこで，出来た法律を廃止するという方

法が一つの考え方。廃止出来ずにこの法律がこのま

ま存在するとするならば，「危険概念」をもう少し

明確にしておく必要性が有るということ。そして，

刑事責任を問うということは，禁固刑等で彼の自由

を拘束するということですから，国家は彼の自由を

束縛してでも制裁を加えるべき意味が何処に有るの

かということ。その辺を考えて，先程来申し上げて

いる「可罰的違法性」，刑罰を科するに値する違法

性とは何なのかということを，我々は考える必要性

が有る。

　その為には，航空全体の構造的な不具合というも

のを探す必要性が有る。従って，直近の行為者のみ

の問題と言うよりは，最近起こりました事故の様に

整備の問題が明らかであれば，整備の方の責任が問

われる時代がひょっとしたら来るかもしれない。

　適用された例では，特に先程のb．の例では死傷
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者が無かったわけですけど，「航空危険罪」を適用

しまして，自衛隊の二人のパイロットに対して，そ

れぞれ罰金二十万円という範囲で刑事責任を問われ

る有罪判決が出ました。この事例について，私はほ

んのちょっと関与したことがございます。この事例

の那覇地方裁判所での審理に二度程傍聴に行って居

ります。どういう点を認定して有罪なのか。航空に

於ける危険とは何なのかということに，裁判官がど

ういう判断を下されるのかということに興味を持っ

て居りましたので，何度か足を運んで，判決文を入

手して検討したところでありますけど，やはり，裁

判官の方も「事情は分かるけれども，法律が有る以

上，適用せざるを得ない。」という，論理とは別の

次元でお話しされるわけですね。確かに，法を適用

する側は「私は死刑に反対であるけれども，日本の

過去の慣例から行って，三人以上殺害すれば死刑を

適用せざるを得ないので」という，その法律を当て

はめる実務者なんですね。但し，多少はその裁判官

の方の考え方が影響するんでしょうけど，死刑とい

う制度が存在する以上，裁判官は何等かの形で死刑

判決を出さざるを得ない。同じく，この「航空危険

行為処罰法」が有る以上，航空に危険を与える可能

性の有る事例については，やはり何等かの刑事責任

を問わざるを得ない。

　この那覇空港での事例に付きまして，検察側は禁

固刑を求刑致しました。しかし，弁護側の弁論宜し

く，禁固刑は免れまして，公務員という身分を失わ

ない範囲での罰金刑に止まりましたので，本当は無

罪を要求して福岡高裁に控訴する予定ではありまし

たけど，二十万円という比較的軽い判決であったと

いうことと，公務員という身分を失わない判決で

あった為に控訴は控えたという経緯がございます。

本当は裁判所が危険概念を判例の上で明確に表して

欲しいというのが本音です。その為には誰かが，地

裁の判決で満足をしなかったら頑張って高裁へ，高

裁で結論が出なかったら最高裁へというダミーに

なって最高裁まで行って，裁判官の「航空に於ける

危険とは何か」という概念の実務的な基準を設定し

て欲しいわけですけど，そういうわけにも行きませ

んので，この危険概念に付きましては，実務上の問

題としてはこの事例を参考にするしかない。

　そうなりますと，今申し上げました刑法学者の表

現が余りにも印象的ではありますけど，これが今の

ところの基準と言われていると説明するしかないわ

けです。従って，今後は刑法全体の流れを考えまし

て，「刑事責任を科す程の過失事例とは何だ」とい

うことを，我々はこれから根本的な問題として議論

する必要性が有り，必要と有らば，そういう犯罪観

というものを変えてもらう為の社会的コンセンサス

を得る為の運動もある意味に於いては必要では無か

ろうか。医学の分野でこの運動が一つの法律を作る

というレベルを上げたのと同じく，危険という行為

を我々はどう認識するべきなのかということを改め

て考える必要性が有るのではないかと考えておりま

す。

　今日のテーマとして，刑事責任を中心としてお話

し申し上げるというのが主旨で有りますので，ほぼ

申し上げたいことはこれで終了いたしますけど，後

は法的な責任。行政の問題，民事の問題もレジュメ

に書いておきました。民事の問題はさっき言いまし

た様に，個人責任というよりも組織が責任を負うと

いう問題がございますので，直接パイロットの方々

が，特にラインのパイロットの方々は会社という組

織がございますので，そちらの方で賠償責任を負う

という形を取るのが一般的ですから，パイロットの

方々が事故に対する民事責任を負うということは基

本的に無い。

航空分野とPL法
　それから，レジュメには製造物責任法（PL法）を

表記しておりますけど，1994年７月１日に制定され

たこのproduct liability actという法律なんであ

りますけど，この問題も航空関係者は無関係ではな

い。例えば名古屋で墜落をしたエアバスの事故の被

害者はPL法で製造メーカーを訴える準備をしている

という情報を入手したことがございます。その後の

状況は知りませんけど，従って，製造過程に欠陥が

有れば，その損害賠償の根拠としてこのPL法を使う

ことが出来るということですね。この法律は何も製

造者だけではなくて，修理，輸入業者も対象となり

ます。ですから，欠陥商品であるということを知り



PILOT,  No. 6, 1998 27

ながら，輸入して市場に流し，その欠陥が理由で被

害者が出たとなりますと，製造メーカーは勿論，輸

入業者も製造物責任の対象となります。

今後の課題
　今後の課題のところに触れる時間が全くございま

せんけど，要は，ここで申し上げたい点は，刑事責

任，刑事過失責任を議論するときに，人間の人間で

あるが故に犯すミスというものを，どの程度厳しく

追及するのか。それは「結果ではなくて行為に着目

するべきである。」という点。そこでは過失の認定

とHuman Factors，人間が人間であるが故に持って

いる基本的要因を無視して，行為というもの決定づ

けることは出来ない。従って当然それに結びつく責

任を議論することも出来ないということであります

ので，今後の課題に１．２．３．と掲げておきまし

たけど，これらは今申し上げた話を背景としなが

ら，今後の過失論の再考をしていく基礎となる考え

方であるということを申し上げておきます。

質疑応答
　質問：不幸にも我々が事故の当事者になった場合

に，何に気を付けて，どういった態度を取れば良い

のか。

　今のご質問の主旨は，恐らく実際に有ってはなら

ないのですが，当事者になってしまった場合に，当

然警察は色々事情聴取をするでありましょうし，場

合によっては刑事訴追をされてしまうかもしれない

ということであろうと思います。その時には，先程

申し上げましたように，検察官も職業上追求する立

場ですから，厳しいことをどんどん言って来るかも

しれませんですが，判決を出すのは検察官ではなく

て裁判官ですから，従って，裁判官に如何に違法な

行為をしたのかと確認をされれば，有罪判決が出る

わけです。

　刑事責任が追及される為には三つの条件が有るわ

けです。構成要件に該当して，違法で，そして責任

が有るという三つの条件が満たされませんと刑事責

任を追及されることは有りません。従いまして，如

何なる刑事事件でも，仮に「航空危険行為処罰法」

の適用を受けたとしても，犯罪が成立する条件は，

この三つの条件をクリアーしていませんと犯罪を構

成致しません。

　先ず「航空危険行為処罰法」第６条に違反する行

為が有ったと認定されますと，その条文の適用を受

けます。しかし，その適用を受けた人が，ここで可

罰的違法性が出て来るわけですが，違法な危険行為

をしたかどうかという認定が必要なわけであって，

ただ法を適用されたという構成要件の段階でイコー

ル犯罪が成立ということにはならないわけです。違

法性の認定を必ず致します。その時に違法性が無い

ということを「違法性阻却事由」と言います。これ

は正当行為，正当防衛，緊急避難の三点で，この三

点が該当いたしますと違法性は阻却されます。

　従って，今のご質問の主旨から致しますと，確か

に危険という状態を発生させたけれども，それは正

当な業務行為の範囲の中で行われた行為である，或

いは緊急時という特別な事情の下に行われた危険な

状態であるから，私には違法性は無いという主張を

念頭に置いて対応されれば宜しい。先方は「お前は

違法なことをした。」と言うかもしれませんけど，

「否。私は，確かに何秒間か危険な運航をしたけ

ど，何故危険な運航をしたのかというと，私には正

当な理由が有る。」と。それは緊急時であったか

ら，或いはその行為自体が正当な行為であるという

主張をするわけです。

　もし，それが受け入れられなければ，当然違法な

行為をしたと言われますが，しかし，違法な行為を

したから犯罪が成立するわけではない。次に議論さ

れるのは「有責性」の問題です。違法なもの全てが

犯罪成立とはなりません。犯罪が成立しない部分が

有ります。一つは責任無能力者。パイロットの方が

責任無能力者である筈が有りませんので，これは除

外致します。昔ちょっとそれに近いことが有りまし

たけど。問題は，二番目の期待可能性です。この

「期待可能性」とはどういう刑法理論かと申します

と，適法行為に出ることの期待が可能であったかど

うかという可能性を議論致します。例えば，最も分

かり易い事例で申し上げますと，車を運転していま

した。そこは高速道路で普通，人間が足を踏み入れ
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る筈の無い道路だと致します。ところが，塀を乗り

越えて人が居るという状態が有ったと致します。ド

ライバーとしては有り得ない状況が前方に発生した

わけですね。ブレーキを踏んで回避動作を懸命にや

るに違いない。でも，高速道路内で許されるスピー

ドで走っていた彼は，どうしても回避が間に合わず

に轢いてしまったと致します。結果は業務上過失致

死ではないかと言われる可能性が有りますよね。

　恐らく，違法の段階で正当な行為だとなるかもし

れませんが，仮に「お前は違法だ。」と検察庁に言

われたならば，彼の抗弁権として次に闘う場所は

「期待可能性」の問題なんです。ここでH u m a n

Factorsの問題を積極的に導入するべきというのが私

の考えなんですが，今までの事例ではここでHuman

Factorsの問題を殆ど議論して居りません。法律は事

故を起こさないことを期待致しますが，ただ抽象的

に期待は致しません。可能性が有るということを前

提に期待致します。ところが，あの様な状況下の中

で運転していて，その人を轢かないように結果回避

することは，そもそも無理であったし，その様なこ

とを予見しなさいということすら無理であったか

ら，彼には適法な行為に出る期待が無かったから，

Act of God，不可抗力は人間に責任を求めるわけに

は行かないという論法から，彼は違法な交通事故を

起こしたけど，彼に責任を問う「期待可能性」が無

いので無罪であるという論法で進めることが出来ま

す。

　従って，皆さんは幾ら検察当局の厳しい取り調べ

を受けるとしても，頭の中にはこの図を描いておい

て下さい。多くの方は法を適用された段階で私は有

罪になるのではないかという危惧の念を抱かれます

けど，そんなことはありません。法を適用され，身

柄を拘束され，取り調べを受けたかもしれないけ

ど，検察当局は恐らく犯罪成立という方向で取り調

べを行うでありましょうから，違法な行為，責任の

ある行為をしたと追求しますけど，法廷では「違法

性阻却事由」この部分で皆さんは正当を要求するこ

とが出来ます。これが無理だったとしても，「有責

性」この部分で責任非難をされない，「期待可能

性」が無いという二番目の抗弁権が与えられます。

従って，二回チャンスが有るということを考えて頂

ければ十分に対応出来る筈で，恐れる必要は全く無

い。法律は不可能を要求しないという仕組みになっ

ていますから，裁判官だって不可能な状態で有罪な

んて言うわけがないです。（終）


